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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第３四半期連結
累計期間

第70期
第３四半期連結

累計期間
第69期

会計期間

自2022年
　４月１日
至2022年
　12月31日

自2023年
　４月１日
至2023年
　12月31日

自2022年
　４月１日
至2023年
　３月31日

売上高 （千円） 27,366,079 31,325,062 38,975,804

経常利益 （千円） 980,177 1,585,805 1,299,078

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 729,863 1,129,968 900,315

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 758,953 1,228,266 946,843

純資産額 （千円） 12,688,585 13,966,598 12,876,475

総資産額 （千円） 30,318,284 29,012,326 32,398,003

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 332.84 514.93 410.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.9 48.1 39.7

 

回次
第69期

第３四半期連結
会計期間

第70期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自2022年
　10月１日
至2022年
　12月31日

自2023年
　10月１日
至2023年
　12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 131.64 129.85

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界経済がようやくコロナ禍を乗り切ったものの、ロシア

のウクライナ武力侵攻の長期化、イスラエル・パレスチナ間の大規模軍事紛争の再発等に見舞われ、中国や欧州

諸国が不動産市況の悪化やインフレ高進等により成長軌道への転換に足踏みする中、国内経済は、コロナ禍明け

後の経済活動の活性化により一段の拡大が期待されたものの、円安や賃上げを上回る物価上昇等を受けて内需の

回復ペースは緩やかなものに止まり、今後の景気動向は日銀の金利政策の転換問題等とも相俟って牽引役不在の

力強さに欠ける状況に陥る懸念も拭えません。

　当社グループが中核事業としている建設業界は、受注環境におきましては、公共投資・民間投資ともに引き続

き底堅く推移していますが、大都市圏を中心に価格競争の兆しが見え始めており、収益環境におきましては、建

設資材価格の高止まり、人手不足の深刻化による流通・労務コストの上昇等がますます収益の下押し要因になり

つつあるうえ、本年4月1日から「働き方改革関連法」が実施されることに伴い諸経費の増加等も懸念されるた

め、今後の業績動向は予断を許しません。

　このような環境下にあって、当社グループの連結業績は、売上高につきましては31,325百万円（前年同四半期

比14.5％増）となりました。損益面では、営業利益1,540百万円（前年同四半期比72.3％増）、経常利益1,585百

万円（前年同四半期比61.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益1,129百万円（前年同四半期比54.8％

増）となりました。

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、不動産事業支出金等が増加しましたが、現金預金、受取手形・完成

工事未収入金等が減少したこと等により前連結会計年度末に比べ3,385百万円減の29,012百万円となりました。

負債は、支払手形・工事未払金、未成工事受入金が減少したこと等により前連結会計年度末に比べ4,475百万円

減の15,045百万円となりました。

　なお、純資産は前連結会計年度末に比べ1,090百万円増の13,966百万円となり、自己資本比率は48.1％となり

ました。

 

セグメントの経営成績は次のとおりです。

　（建築事業）

　完成工事高は22,279百万円（前年同四半期比5.7％増）、営業利益は1,359百万円（前年同四半期比4.3％

減）となりました。

　（土木事業）

　完成工事高は6,297百万円（前年同四半期比3.0％増）、営業利益は419百万円（前年同四半期比12.9％減）

となりました。

　（不動産事業）

　不動産事業の売上高は2,748百万円（前年同四半期は170百万円の売上高）、営業利益は874百万円（前年同

四半期は47百万円の営業利益）となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は26百万円です。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、市場動向、資材及び労務の動向、工事に起因する

事故・災害、新型コロナウイルス感染症の長期化や再拡大等があります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要

な変更はありません。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

1）資金需要

　当社グループにおける資金需要は主に運転資金需要があります。運転資金需要のうち主なものは、当社グルー

プの建設業に関わる材料費、労務費、外注費及び現場経費等の工事費用並びに不動産事業に関わる土地、建物等

の取得費用があります。また、各事業に共通するものとして販売費及び一般管理費等の営業費用があります。そ

の他に社員寮、社宅等の整備の設備投資需要としまして、固定資産購入費用があります。

2）財務政策

　当社グループは現在、運転資金についてはまず営業キャッシュ・フローで獲得した内部資金を充当し、不足が

生じた場合は金融機関からの短期借入金で調達を行っています。金融機関には十分な借入枠を有しており、短期

的に必要な運営資金の調達は可能な状況であります。また長期借入金については、事業計画に基づく資金需要、

金利動向等の調達環境、既存借入金の償還時期等を勘案し、調達規模、調達手段を適宜判断して実施していま

す。一方、資金調達コストの低減のため、売上債権の圧縮等にも取り組んでいます。

 

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,800,000

計 7,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年２月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,260,000 2,260,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 2,260,000 2,260,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2023年10月１日

～

2023年12月31日

－ 2,260,000 － 1,712,500 － 1,341,130

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため記載す

ることができないことから、直前基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

    2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 62,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,195,300 21,953 －

単元未満株式 普通株式 2,000 － －

発行済株式総数  2,260,000 － －

総株主の議決権  － 21,953 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

1,000株及び10個含まれています。

 

②【自己株式等】

    2023年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社守谷商会 長野市南千歳町878番地 62,700 － 62,700 2.77

計 － 62,700 － 62,700 2.77

（注）当第３四半期会計期間末日現在の保有自己株式数は、62,801株です。これは当第３四半期会計期間に単元未満株

式の買取りが40株あったことによります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。

 

EDINET提出書類

株式会社守谷商会(E00251)

四半期報告書

 7/19



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 10,080,658 9,351,769

受取手形・完成工事未収入金等 12,515,303 11,197,396

販売用不動産 1,589,579 43,698

未成工事支出金 152,394 68,806

不動産事業支出金 983,405 1,092,442

その他 907,658 103,149

貸倒引当金 △372 △779

流動資産合計 26,228,627 21,856,484

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,120,998 2,118,510

その他 1,525,725 1,535,235

有形固定資産合計 3,646,724 3,653,746

無形固定資産   

のれん 20,533 8,983

その他 49,527 45,840

無形固定資産合計 70,060 54,823

投資その他の資産   

その他 2,481,691 3,476,371

貸倒引当金 △29,100 △29,100

投資その他の資産合計 2,452,591 3,447,271

固定資産合計 6,169,376 7,155,841

資産合計 32,398,003 29,012,326

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 12,704,588 9,886,058

短期借入金 800,000 800,000

未払法人税等 187,838 336,398

未成工事受入金 2,430,205 2,173,050

不動産事業受入金 20,000 72,617

賞与引当金 150,667 51,679

完成工事補償引当金 41,359 38,216

その他 2,276,403 802,055

流動負債合計 18,611,063 14,160,076

固定負債   

退職給付に係る負債 820,370 843,720

その他 90,094 41,930

固定負債合計 910,464 885,651

負債合計 19,521,528 15,045,727
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,712,500 1,712,500

資本剰余金 1,375,576 1,382,710

利益剰余金 9,712,417 10,688,817

自己株式 △84,503 △76,213

株主資本合計 12,715,990 13,707,814

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 168,081 262,891

退職給付に係る調整累計額 △7,595 △4,107

その他の包括利益累計額合計 160,485 258,784

純資産合計 12,876,475 13,966,598

負債純資産合計 32,398,003 29,012,326
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

売上高 27,366,079 31,325,062

売上原価 24,877,607 28,107,934

売上総利益 2,488,471 3,217,127

販売費及び一般管理費 1,593,963 1,676,150

営業利益 894,508 1,540,977

営業外収益   

受取利息 95 556

受取配当金 14,943 18,243

受取賃貸料 22,089 21,994

受取保険金 33,866 －

その他 24,671 12,720

営業外収益合計 95,666 53,515

営業外費用   

支払利息 8,980 8,686

固定資産除却損 0 0

その他 1,016 －

営業外費用合計 9,996 8,686

経常利益 980,177 1,585,805

特別利益   

固定資産売却益 43,845 13,972

特別利益合計 43,845 13,972

特別損失   

固定資産売却損 11,271 －

特別損失合計 11,271 －

税金等調整前四半期純利益 1,012,751 1,599,777

法人税、住民税及び事業税 37,475 389,643

法人税等調整額 245,412 80,165

法人税等合計 282,888 469,809

四半期純利益 729,863 1,129,968

親会社株主に帰属する四半期純利益 729,863 1,129,968
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

四半期純利益 729,863 1,129,968

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 24,939 94,809

退職給付に係る調整額 4,149 3,488

その他の包括利益合計 29,089 98,298

四半期包括利益 758,953 1,228,266

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 758,953 1,228,266

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（固定資産の減損会計の適用及び繰延税金資産の回収可能性に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響については、経済活動がポストコロナ禍に向けて徐々に

復調しつつありますが、その一方で依然として感染再拡大が懸念されます。これを踏まえ当連結会計年度に

おいても完全なる終息には至らないと仮定し、当社グループでは現時点で入手可能な情報に基づき、固定資

産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っています。

　なお、新型コロナウイルス感染症の再拡大による経済活動への影響は不確実性が高いため、上記仮定に変

化が生じた場合には、当社グループの将来における財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとお

りです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

減価償却費 121,576千円 126,388千円

のれんの償却額 11,550千円 11,550千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 153,684 70.00 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 153,321 70.00 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への

売上高
21,079,690 6,115,921 170,467 27,366,079 － 27,366,079

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

126 330,980 － 331,107 △331,107 －

計 21,079,816 6,446,902 170,467 27,697,186 △331,107 27,366,079

セグメント利益 1,421,374 481,794 47,184 1,950,353 △1,055,845 894,508

（注）１．セグメント利益の調整額△1,055,845千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日 至2023年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への

売上高
22,279,735 6,297,196 2,748,130 31,325,062 － 31,325,062

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

43 567,913 － 567,956 △567,956 －

計 22,279,778 6,865,109 2,748,130 31,893,018 △567,956 31,325,062

セグメント利益 1,359,893 419,758 874,063 2,653,715 △1,112,738 1,540,977

（注）１．セグメント利益の調整額△1,112,738千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（収益認識関係）

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　　前第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年12月31日）

  （単位：千円）

 

報告セグメント

合計
建築事業 土木事業 不動産事業

売上高     

一時点で移転される財 1,046,101 1,270,435 170,467 2,487,004

一定の期間にわたり移転
される財

20,033,588 4,845,486 － 24,879,074

顧客との契約から生じる
収益

21,079,690 6,115,921 170,467 27,366,079

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 21,079,690 6,115,921 170,467 27,366,079

 

　　当第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日 至2023年12月31日）

  （単位：千円）

 

報告セグメント

合計
建築事業 土木事業 不動産事業

売上高     

一時点で移転される財 1,379,644 452,794 2,748,130 4,580,569

一定の期間にわたり移転
される財

20,900,090 5,844,401 － 26,744,492

顧客との契約から生じる
収益

22,279,735 6,297,196 2,748,130 31,325,062

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 22,279,735 6,297,196 2,748,130 31,325,062

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

１株当たり四半期純利益 332円84銭 514円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 729,863 1,129,968

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
729,863 1,129,968

普通株式の期中平均株式数（株） 2,192,820 2,194,431

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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（重要な後発事象）

　（自己株式の取得）

　当社は、2024年１月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について以下のとおり

決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

　株主還元の充実及び資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した、機動的な資本政策遂

行のため、自己株式の取得を行うものです。

２．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

（1）取得する株式の種類　　　　当社普通株式

（2）取得する株式の総数　　　　30,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合1.37％）

（3）取得価額の総額　　　　　　100,000,000円（上限）

（4）取得する期間　　　　　　　2024年２月１日から2024年６月30日まで

（5）取得の方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年２月７日

株式会社守谷商会

取締役会　　御中

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 長野事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 朽　木　　利　宏

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　堀　　一　英

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社守谷商会

の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2023年10月1日から2023年12月31日ま

で）及び第3四半期連結累計期間（2023年4月1日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社守谷商会及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRL データは四半期レビューの対象には含まれていません。
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